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2023年分  農業委員会事務処理実績  

                                                                西東京市   農業委員会 

 

１．農地法その他法令に係る処理件数・面積と調査実施実績(2023.1.1～2023.12.31) 
    

区 分 
（農地法） 

 
処  理  し  た 

件数（件） 面積（㎡） 

法 ３ 条 

法 ４ 条 

1)届出 

2)許可 

法 ５ 条 

1)届出 

2)許可 

法 １８ 条 

1)6項通知 

2)1項許可 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．生産緑地に係る管理・証明と調査実施実績(2023.1.1～2023.12.31) 
 

区  分 
 

処 理 し た 

件 数 筆 数 面 積 

 

主たる従事者

証明の発行 

   

◇ 生産緑地買取申し出        件数     件 面積        ㎡ 

◇ 生産緑地追加指定                             

（今年度中に指定見込みのもの）    件数     件  面積        ㎡ 

 

 

 

 

 

区  分 

（関係法令） 

 
処  理  し  た 

件数（件） 面積（㎡） 

・農地法第３条の３届出 

（相続時等届出） 

 

・都市農地貸借円滑化法 

（生産緑地） 

１）法４条による貸借 

２）特定都市農地貸付 

（市民農園） 

・特定農地貸付法   

（市民農園） 

・市民農園整備促進法  

（市民農園） 

・基盤強化法利用権設定 

（市街化区域以外） 

 

・農地中間管理事業 

（市街化区域以外） 

 

・土地区画整理事業 

 

・和解の仲介 

  

資料 １ 



３．贈与税・相続税納税猶予制度 

 (1)件数と面積 
 

区    分 
 

制度適用全農地（合計） 
（２０２４年１月１日現在） 

件  数 面  積 
 
・相続税納税猶予特例 

・贈与税納税猶予特例 
 

  

 

(2) 証明・通知処理実績(2023.1.1～2023.12.31) 

区    分 発 行 件 数 筆  数 面   積 

 
・適格者証明書 

 （納税猶予制度） 

 

・継続届に関する証明 

 （納税猶予制度） 
 

・税務署への通知 

 （納税猶予制度） 

 

・認定都市農地貸付けを行っ

た旨の証明書（生産緑地） 
 

・農園用地貸付けをおこなった旨

の証明書（生産緑地） 

 

・特定貸付け 

（市街化区域以外） 

 

   

 

５．その他年間発行した諸証明実績(2023.1.1～2023.12.31) 

種     類 件数（件） 面積（㎡） 使 用 目 的 

①耕作証明    

②登記官等照会（農地の転用事

実に関する照会書） 

   

③農業委員会による非農地判断    

④非農地証明    

⑤転用受理証明書    

⑥耕作を目的としない土地であ

る旨の証明書 

   

⑦農地であることの認定    

⑧    
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農 業 委 員 会 ・農 業 会 議 提 携 活 動 の  

成果 ・課題 と今後の取り組みについて 

 

 西東京市 農業委員会 

１．農業委員会の重点活動の取り組み・成果  

項  目 取り組み状況と成果 来年度の取り組み 

 
①年間活動計画
の推進 

 
 
②研修会等への
参加 

 
 
 
 
③市政への関与 
 
 
 
 
 
 
 
④活動記録カー
ドの活用 

 
①年度当初に１年間の活動計画を策定
し、主な活動やその年度に取組むべ
き活動を明らかにした。 

 
②農業委員会の資質、見識の向上のた
め、北多摩地区農業委員会連合会お
会長研修、北多摩地区農業委員会研
修会、農業委員会会長職務代理・部
会長研究集会等に参加した。 

 
③西東京市農業振興計画、認定農業者
制度、都市計画制度、国民健康保険
制度、緑化制度に農業委員が関与。 

 また、農業の現状について、市長・
副市長と意見交換を行った結果、補
正予算対応で「市内農業者物価高騰
等対応補助金」が創設された。 

 
④農地調査や研修会、苦情対応や相
談などの活動について記録を行った 

 
①農業に関する情勢の変化を見極め
計画的に活動を進めていく。 

 
 
②日常の活動に生かせるため、引き
続き、積極的に参加していく。 

 
 
 
 
③引き続き、会長や会長職務代理を
中心に市政に関与し、農業委員会と
市政の連携を深め、市内農業の現状
等について情報提供を行う。 
 
 
 
 
④記録カードへの記載を継続して行
っていく。 

 

２．農地保全・利活用促進月間の取り組み・成果 

項  目 取り組み状況と成果 来年度の取り組み 
 
①農地利用状況
調査（農地パ
トロール）の
実施 

 
 

 

 

 

 

 

②日常的な肥培
管理業務 

 
 
 
③都市農地の保
 全 
 
 
 
 

 
①相続税等の納税猶予制度や生産緑地
の管理徹底及び農地の利用の促進を
図ることを目的に、８月～９月に農
業委員が担当地区内農地の事前調査
を行い、10月に農業委員が６班に分
かれ、都市計画課・資産税課の担当
職員も同行して実施し、肥培管理の
状態によっては、文書による指導を
行った。 

 
②市民からの苦情や問い合わせに対し
て、地区担当の農業委員を中心に対
応した。 

 
 
③昨年からＪＡ・農業委員会・行政が
連携し、「都市農地有効活用連絡会
」を設置して、市内の農地の貸借に
係る情報を収集・整理して、要望者
の同意を前提に情報を共有しながら
、農地の貸借を推進し、都市農地の
保全に努めている。 

 
①改善指導対象者に対して、継続的
な管理・指導を行う。また、継続
して都市計画部門との連携も図る 

 
 
 
 
 
 
 
②引き続き、地区担当の農業委員を
中心に丁寧な対応を図ると共に農
業委員会だよりを活用して、農地
の肥培管理の重要性を周知する。 

 
③引き続き、「都市農地有効活用連
絡会」を活用して、農地の貸借に
係る収集・整理した情報を、構成
員間で共有しながら、農地の貸借
を推進して、都市農地の保全に努
める。 



３．生産緑地バンク（市街化区域）と地域計画（市街化区域以外）の取り組み・成果 

項  目 取り組み状況と成果 来年度の取り組み 
 
①都市農地の保
 全 
 
 
 
 
 

 
①ＪＡ・農業委員会・行政が連携し、
「都市農地有効活用連絡会」を設置
して、市内の農地の貸借に係る情報
を収集・整理して、要望者の同意を
前提に情報を共有しながら、農地の
貸借を推進し、都市農地の保全に努
めている。 

 
①引き続き、「都市農地有効活用連
絡会」を活用して、農地の貸借に
係る収集・整理した情報を、構成
員間で共有しながら、農地の貸借
を推進して、都市農地の保全に努
める。 

 

４． 認定農業者・認定新規農業者等への支援 

項  目 取り組み状況と成果 来年度の取り組み 
 
①認定農業者制
度による農業
者の育成 

 
 
 
②認定新規農業
者への支援 

 
 
③認定農業者経
営改善支援補
助金の交付 

 
④認定農業者へ
の支援 

 
 
 
⑤認定農業者連
絡会の設置 

 
 
 

 
①「認定農業者制度審査委員会」に、
農業委員会会長及び会長職務代理が
メンバーの一員となり、認定申請を
行った農業者への助言・指導・意見
表明を行った。 

 
②令和２年度に新規就農した農業者へ
の指導や販路拡大等について、助言
や相談に対応した。 

 
③12月末現在、６人の認定農業者に対
して、補助率1/2、上限額20万円の
補助金を交付した。 

 
④認定農業者へは、本市で実施してい
る「安全安心農業推進事業補助金」
、「市産農産物等活用推進事業補助
金」の上限額に差を設けている。 

 
⑤農業経営改善計画の目標達成及び会
員相互の交流と情報交換を図り、」
安定的かつ健全豊かな農業経営の向
上に寄与することを目的に設置して
いる。 

 
①認定農業者の計画達成への支援や
補助金の在り方について検討する 

 
 
 
 
②新規就農についての周知に努める 
 
 
 
③西東京市の農業の中核を担う認定
農業者への支援を継続して実施す
る。 

 
④今後も認定農業者に対して支援を
継続して実施する。 

 
 
 
⑤令和２年度から新型コロナの影響
で活動等は自粛してきたが、今後
は研修会等を開催する予定。 

 

５．地域農業の振興 

項  目 取り組み状況と成果 来年度の取り組み 
 
①第３次農業振
興計画の策定
への関与 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
①西東京市農業振興計画推進員として
、農業委員会会長及び会長職務代理
が委員となり、令和４・５年度で策
定する第３次農業振興計画の策定す
る中で、農業委員会としての意見を
発言し、その意見を反映させた。 

 
 
 
 
 
 
 

 
①第３次農業振興計画において、取
組む事業の進捗状況や、農業委員
会として実施すべき事業に対して
取組んで行く。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



②地産地消の推
 進 
 
 
 
 
 
③直売所に対す
る支援 

 
 
④ＪＡが開催す
る座談会への
出席 

 
 
 

②地産地消を推進するため、めぐみち
ゃんメニュー事業を実施し、市内小
中学校の児童・生徒から市内産農産
物を使用した飲食店で販売するメニ
ューを募集し、市内17店舗で88メニ
ューを期間限定で販売した。 

 
③農業委員会が直売所に設置するのぼ
り旗を作成して、農業者へ配布を行
った。 

 
④昨年10月に統合設置されたＪＡ東京
みらい西東京支店が開催する座談会
へ出席して、農業委員会活動の周知
や制度改正、新たに補正予算で創設
した「市内農業者物価高騰等補助金
」等について説明・質疑を行った。 

②今後も地産地消を推進するため、
子どもから大人までが参加できる
ようなイベントを実施することで
ＰＲに努める。 

 
 
 
③今後も引き続き、農業者からの要
望に合わせた効果的な方法を検討
していく。 

 
④今後も引き続き、ＪＡ座談会へ出
席して、制度改正等の説明など、
様々な情報提供や意見交換を行う 

 

６．市民との交流活動  

項  目 取り組み状況と成果 来年度の取り組み 
 
①農産物販売会
（マルシェ）へ
 の参加 
 
 
 
②市民との交流 
 
 
 
 
③教育委員会と
の連携 

 
 

 
①一農業者として農業委員が、市が主
催する「めぐみちゃん農産物等販売
会（マルシェ）」に等のイベントへ
参加した。 

 
②４年ぶりに開催された市民まつりで
、農業に関する相談コーナーを実施
して、市民からの相談に応じた。 

 
③市内中学校からの依頼を受け、農業
委員が農業体験学習の受け入れを実
施した。 

 
①今後も市が主催するイベント等へ
参加して、農業委員として必要な
協力を行う。 

 
 
②今後は、行政と連携して市民の方
々との交流が図られるイベント等
の開催を検討する。 

 
③今後は、積極的に市内の小中学校
の児童・生徒の農業体験学習など
の受け入れを検討する。 

 

７．情報活動の推進 

項  目 取り組み状況と成果 来年度の取り組み 
 
①「農業委員会
だより」の発
行 

 
 
 
 
 
②市ホームぺー
ジにおける農
業委員会活動
の周知 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
①「農業委員会だより」を６月と12月
に発行し、農業委員を通じて市内農
業者へ配布した。また、公共施設等
でも配布して市民に対しても周知を
行った。 

 
 
②市ホームぺージの「農業委員会」コ
ーナーを活用して、農業委員会の活
動や制度改正の情報、各種届出等の
情報提供及び農業委員会だよりの周
知を行った。 

 また、毎月開催している農業委員会
定例総会の会議録を公開している。 

 
 
 

 
①引き続き、写真やイラストを多く
活用するなど、紙面の充実を図っ
て行く。 

 
 
 
 
②市ホームぺージの内容の充実及び
分かりやすく見やすいホームぺー
ジの制作を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 



 
③農業者年金加
入の推進 

 
 
 
 
④ＪＡが開催す
る座談会への
出席 

 
 
 
 

 
③農業委員会定例総会において、チラ
シを配布して制度の周知に努めると
ともに、ＪＡの支部回覧を通じてチ
ラシの配布を行った。 

 
④昨年10月に統合設置されたＪＡ東京
みらい西東京支店が開催する座談会
へ出席して、農業委員会活動の周知
や制度改正、新たに補正予算で創設
した「市内農業者物価高騰等補助金
」等について説明・質疑を行った。 

 

 
③今後も継続して、制度の周知に努
めながら加入者の増加に努める。 

 
 
 
④今後も引き続き、ＪＡ座談会へ出
席して、制度改正等の説明など、
様々な情報提供や意見交換を行う 

   

◇ 農家座談会の開催 

  （・開催した（する）＜主催 共催 その他＞ ・開催していない（しない）） 

  ◇ 農業委員会だより等の発行（・した（する）  ・していない（しない）） 

 

８．◇ 意見の提出・要請活動の推進 

内  容 取り組み状況と成果 
 
①意見、要望書の提出 
 
 
 
 
 
②情報収集活動 
 
 
 

 
①令和５年11月15日に、農業委員会等に関する法律第38条に基づき
「西東京市農業施策に関する意見」を、農業委員会会長・会長職
務代理が出席して市長に提出し、併せて市長・副市長と意見交換
を行った。 

 
 
②生産物状況調査に併せて、農業者世帯の状況等について調査を実
施した。 

 また、庭先販売所の調査を実施して、市のホームぺージに情報を
掲載すると共に、一覧表を作成して配布を行った。 

 

 

９．国・都の施策等に対する要望事項 

（１）国に対する要望 

項    目 内       容 
①農業関連税制の改善 
 
 
 
 
 
②都市農地の保全 
 
 
 
③制度の簡素化 
 
 

①相続税納税猶予制度等の堅持及び都市農業の実態に合わ
せた税（固定資産税等）制度への改善を要望する。 

 農業用施設に関する建築確認や納税猶予制度など、施設
導入の障害となる制度を見直し、明確な運用を行ってい
ただきたい。 

 
②都市農地が持つ防災や環境の維持に対しても、具体的な
支援を行い、農地が保全される方策を検討していただき
たい。 

 
③農業者や一般の方にも分かりやすい、系統的な農地・生
産緑地・税制としていただきたい。 

 



（２）都に対する要望 

項    目 内       容 
 
①農業経営への支援 
 
 
②有害鳥獣対策への支援 
 
 
③農業経営改善計画への支援の充
 実 
 
④用途地域による建築制限 
 
 

 
①農業者の要望に沿った補助制度・技術支援の拡充及び補
助事業の手続きの簡素化を要望する。 
 
②都市部で多く発生する小型獣への対応について、技術的
・財政的な支援への対応を要望する。 
 
③農業経営改善計画へのきめ細かな支援を検討していただ
きたい。 

 
④農業用に利用するための施設や建物については、用途地
域による建築制限の適用から除外とするなどの柔軟な運用
を要望する。 

 


